










（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）
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28,299,833,204278,000,162 4,051,450,179合計 8,825,763,532 5,879,275,618 258,640,558 4,047,726,740 4,958,976,415

　　建設仮勘定 33,381,700 68,498,000 0 195,224,900 84,890,360 0 0

 物品 4,610,883 22,690,113 10,533,768 22,282,981 109,953,246 27,453,230 50,061,573

　　工作物 6,131,247,765 0 4,940,100 1,972,909,177 975,787,073 0 21,044,632

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 14,678,513 0 0 34,099,995 737,830,087 0 0

　　建物 1,038,849,586 0 0 209,167,224 429,875,989 0 0

　　建設仮勘定 9,541,300 274,791,716 0 0 11,187,000 0 48,368,874

 インフラ資産 7,218,157,564 68,498,000 4,940,100 2,411,401,296 2,228,383,509 0 21,044,632

　　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　船舶 0 0 0 0 19,058,053 409,927 0

　　浮標等 0 0 0 0 72,362,877 0 0

　　建物 1,425,569,118 4,242,197,219 18,936,829 1,370,400,898 1,953,406,408 236,835,109 2,860,611,882

　　工作物 27,337,487 117,165,570 9,397,790 183,539,603 449,500,571 13,301,896 9,987,758

　　土地 140,547,180 1,153,933,000 214,832,071 60,101,962 115,124,751 0 1,061,375,460

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

合計

 事業用資産 1,602,995,085 5,788,087,505 243,166,690 1,614,042,463 2,620,639,660 250,546,932 3,980,343,974

合計 50,306,796,806 1,967,264,138 143,270,967 52,130,789,977 23,830,956,773 1,131,801,836 28,299,833,204

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

　　建設仮勘定 141,218,700 307,365,860 66,589,600 381,994,960 0 0 381,994,960

 物品 1,525,741,269 60,359,325 1,897,366 1,584,203,228 1,336,617,434 84,269,782 247,585,794

　　工作物 21,558,954,822 349,402,760 0 21,908,357,582 12,802,428,835 419,471,765 9,105,928,747

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 786,608,595 0 0 786,608,595 0 0 786,608,595

　　建物 2,541,612,307 292,342,600 0 2,833,954,907 1,156,062,108 61,316,859 1,677,892,799

　　建設仮勘定 127,210,467 291,462,423 74,784,000 343,888,890 0 0 343,888,890

 インフラ資産 25,028,394,424 949,111,220 66,589,600 25,910,916,044 13,958,490,943 480,788,624 11,952,425,101

　　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　船舶 138,479,520 5,300 1 138,484,819 119,016,839 19,397,222 19,467,980

　　浮標等 94,964,400 0 0 94,964,400 22,601,523 3,228,789 72,362,877

　　建物 19,860,191,873 383,028,422 0 20,243,220,295 8,135,262,832 503,292,426 12,107,957,463

　　工作物 786,649,590 282,548,287 0 1,069,197,877 258,967,202 40,824,993 810,230,675

 事業用資産 23,752,661,113 957,793,593 74,784,001 24,635,670,705 8,535,848,396 566,743,430 16,099,822,309

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

令和05年度(令和06年3月31日現在)

連結会計

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　  土地 2,745,165,263 749,161 0 2,745,914,424 0 0 2,745,914,424

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
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１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

イ　昭和60年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

地方三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの ・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

地方三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準日における市場価格

イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価

② 出資金

ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準日における市場価格

イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資金の価値が著しく

低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。なお、出資金の価値の低下割合が

30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとしています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①原材料、商品等・・公営企業会計・連結対象団体が採用する評価基準

②販売用土地・・・・地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2項各号に掲げる方法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法

　　なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物 14年 ～ 50年

工作物 10年 ～ 80年

物品 2年 ～ 15年

地方三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

連結財務書類　注記
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連結財務書類　注記

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法

　　（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

地方三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引

　及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き

　ます。） 

        ・・・・・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

地方三公社、第三セクター等については、各会計・団体の基準に従って作成しています。

（５）引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金ならびに徴収不能引当金については、過去 5 年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込

み額を計上しています。

②退職手当引当金

　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給

　された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうちの持分相当額を加算した

　額を控除した額を計上しています。 

③損失補償等引当金

なし

④賞与等引当金

翌年度の６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については、１件当たりの契約額が300万円以上であり、かつ契約終了

後に所有権が移転する場合に限り、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少な

もので、流動性の高い投資をいいます。ただし、一般会計等においては、国頭村資金管理方針におい

て、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受け払いを含ん

でいます。

（８）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の会計については、税抜方式によっています。
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連結財務書類　注記

２．重要な会計方針の変更等

（１）会計方針の変更

なし

（２）表示方法の変更

なし

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更

なし

３．重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の大幅な変更

なし

（３）地方財政制度の大幅な改正

なし

（４）重大な災害等の発生

なし

４．偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

なし

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

なし

（３）その他主要な偶発債務

なし
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連結財務書類　注記

５．追加情報

（１）連結財務書類の対象範囲

連結財務書類の対象範囲については、全体財務書類の対象範囲に下記の団体（会計）を含みます。

連結の方法は次のとおりです。

①一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結対象としています。

②第三セクター等は、出資割合が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質

　的に主導的な立場を確保している団体は含みます。）は、全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間

における現金の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

（３）表示単位未満の取扱い

表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額が一致しない場合

があります。　

（４）売却可能資産の範囲及び内訳

　ア　範囲

個別の固定資産について、売却可能性を検討した上で決定しています。

　イ　内訳

事業用資産 　0千円（　0千円）

　　土地 　0千円（　0千円）

インフラ資産 　0千円（　0千円）

物品 　0千円（　0千円）

令和6年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。

また、括弧内の金額は貸借対照表における簿価を記載しています。

全部連結 1.22%沖縄県市町村総合事務組合_退職手当

全部連結

比例連結

比例連結

0.93%

全部連結 1.04%

比例連結 8.82%

0.95%

比例連結 1.88%

比例連結 1.85%

0.63%

団体名 連結方法 比例連結割合

国頭地区行政事務組合 比例連結 48.09%

比例連結 0.45%

比例連結 0.30%

-

全部連結 -

全部連結

全部連結 -

沖縄県市町村総合事務組合_公務災害

沖縄県市町村総合事務組合_災害弔慰金

沖縄県市町村総合事務組合_交通災害

北部広域市町村圏事務組合

(有)国頭きのこ園

国頭村観光物産センター

沖縄県介護保険広域連合_一般会計

沖縄県介護保険広域連合_特別会計

沖縄県後期高齢者医療広域連合_一般会計

沖縄県後期高齢者医療広域連合_特別会計

沖縄県市町村自治会館管理組合

国頭村社会福祉協議会
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